
事業名 

先端国際共同研究推進事業（新規） 
令和５年度要求額：（3,500百万円） 

（研究事業総額：未定） 

研究事業期間：令和５年度～ 

 

【主管課（課長名）】 

科学技術・学術政策局参事官（国際戦略担当）（大土井智） 

 

【関係局課（課長名）】 

 

 

【審議会等名称】 

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 / 国際戦略委員会 

 

【審議会等メンバー】 

別紙参照 

 

【目標・指標】 

○達成目標 

 政府主導で設定する先端分野において、高い科学技術水準を有する欧米等先進国内のトップ研究者

との国際共同研究の実施を支援することにより、研究界の国際トップサークルへの日本の研究者の参

入を促進し、両国の優秀な若手研究者とのコネクションの強化も図ることで国際頭脳循環を推進し、

今後数十年にわたって持続可能な国際トップサークルにおける連携・活動の土台作りを促す。 

○成果指標（アウトカム） 

国際共著論文数 

○活動指標（アウトプット） 

 海外への研究者の派遣者数（中長期）、海外からの研究者の受入れ者数（中長期） 

 

【費用対効果】 

投入する予定の国費に対して、上記アウトプット及びアウトカムの結果が見込まれることから、投

入額よりも大きな成果が期待される。 

なお、事業の実施に当たっては、事業の効率的・効果的な運営にも努めるものとする。 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国際戦略に関する 

研究開発課題の事前評価結果 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

令和４年８月 

科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会 

 

 



研究計画・評価分科会委員名簿 

◎岸本 喜久雄 国立教育政策研究所フェロー、東京工業大学名誉教授 

●高梨 弘毅 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構先端基礎研究セン 

ター長、東北大学名誉教授

春日 文子 国立研究開発法人国立環境研究所特任フェロー 

濵口 道成※ 国立研究開発法人科学技術振興機構顧問、国立研究開発 

法人日本医療研究開発機構先進的研究開発戦略センター長 

明和 政子 京都大学大学院教育学研究科教授 

村山 裕三 同志社大学名誉教授 

安浦 寛人 九州大学名誉教授、国立情報学研究所副所長学術基盤チーフ 

ディレクター・特任教授 

五十嵐 道子 フリージャーナリスト

出光 一哉 九州大学大学院工学研究院教授 

上田 正仁 東京大学大学院理学系研究科教授 

上田 良夫 大阪大学大学院工学研究科教授 

上村 靖司 長岡技術科学大学技学研究院教授 

佐々木久美子 株式会社グルーヴノーツ代表取締役会長 

高梨 千賀子※    東洋大学経営学部教授 

田中 隆章 京セラコミュニケーションシステム株式会社コンサルティング 

事業本部・教育編集部・責任者 

塚本   恵※ J,S.Held, LLC上席顧問、一般社団法人デジタルソサエティ 

フォーラム代表理事

長谷山 美紀※    北海道大学副学長、大学院情報科学研究院長 

林   隆之 政策研究大学院大学教授 

原澤 英夫 元国立研究開発法人国立環境研究所理事 

水澤 英洋 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター理事長特任 

補佐・名誉理事長 

宮園  浩平 国立研究開発法人理化学研究所理事／東京大学大学院医学系研

究科卓越教授 

李家 賢一 東京大学大学院工学系研究科教授 

◎：分科会長、●分科会長代理

※本評価には参加していない。 
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第１１期 科学技術・学術審議会 国際戦略委員会 

構成員名簿 

◎岸本 喜久雄 国立教育政策研究所フェロー、東京工業大学名誉教授

飯塚 倫子  政策研究大学院大学教授 

石原 安野  千葉大学グローバルプロミネント研究基幹教授 

礒田 博子  筑波大学生命環境系教授 

小川 尚子  一般社団法人日本経済団体連合会産業本部統括主幹 

○狩野 光伸  岡山大学副理事・教授 

須藤 亮 株式会社東芝特別嘱託 

武田 晴夫  株式会社日立製作所技師長 

林 佳世子  東京外国語大学長 

◎：主査 ○：主査代理
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先端国際共同研究推進事業の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期   

令和５年度～令和１４年度 

中間評価 令和９年度を予定 

 

２． 研究開発目的・概要 

・目的 

日本の科学技術力の諸指標が急落する一方、世界では科学技術力が国の成長の要である認

識が高まっている。他方、欧米等先進国からは、近年の地政学の変動などによって、研究界

の国際トップサークルへの日本の研究者の参入促進に大きな期待が寄せられている。こうい

った背景から、欧米等先進国からの期待に応えるとともに、相手国のトップ研究者と日本の

研究者との研究協力実施を促し、世界的に顕著な研究成果とイノベーションを創出し、国力

を維持・成長させる。加えて、日本と相手国の優秀な若手研究者とのコネクションの抜本的

強化を図り、我が国の強みを生かしつつ、今後長期にわたって、国際トップサークルにおけ

る連携・活動の土台作りに貢献する。 

 

・概要 

欧米等先進国との先端分野におけるトップダウン型の大型国際共同研究の実施を支援す

る。欧米等先進国のトップ研究者と密接に連携しつつ共同研究を実施するため、支援規模は

１課題あたり最大１億円／年程度の支援を５年以上継続することを可能とする。研究課題お

よび相手国は、日本の成長の重点政策等に関して我が国が得られるベネフィット／ロス等を

エビデンスベースで分析・検討した上で、政府が戦略的に設定する。連携先の相手国研究者

は、相手国 FA から十分な研究資金を得ているトップ研究者とする。また、研究実施にあた

っては、研究計画に若手研究者の先方への派遣（学位取得を含む）の構想を盛り込むことに

加え、相手国側研究者チームからの優秀な人材の受け入れも積極的に支援する。 

 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 R５(初年度) 

概算要求予定額 調整中 
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４． その他 

本事業は、我が国が世界の流れから取り残されない構造的仕組みを構築し、科学技術力の

維持・向上を図っていくため、内閣府との連携協力の下で注力すべき国・地域や分野を設定

する。 
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事前評価票 

 

（令和４年８月現在） 

１．課題名 先端国際共同研究推進事業 

２．開発・事業期間   令和５年度～ 

３．課題概要 

（１）関係する政策目標と上位施策との関係  

政策評価における

「施策概要」 

科学技術の国際活動の戦略的推進（施策目標７－３） 

国際的な人材・研究ネットワークの強化、戦略的な国際共同研究や

交流の推進等に取り組むとともに、関係府省等との有機的な連携を

図り、科学技術のための外交を推進することにより、我が国の科学

技術水準の一層の向上を図る。 

政策評価における 

施策の「達成目

標」 

国際的な頭脳循環に対応するため、研究者交流等を通じて、優秀な

研究者を育成・確保するとともに、国際的な研究ネットワークを構

築する。また、先進国から途上国まで途切れずに、相手国・地域に

応じた多様で重層的な協力関係の構築を推進する。 

上位施策 

・第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月 26 日

閣議決定） 

・経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日閣議決

定） 

・成長戦略フォローアップ 2022（令和４年６月７日閣議決定） 

・統合イノベーション戦略 2022（令和４年６月３日閣議決定） 

 

（２）目的 

日本の科学技術力の諸指標が急落する一方、世界では科学技術力が国の成長の要である

認識が高まっている。他方、欧米等先進国からは、近年の地政学の変動などによって、研

究界の国際トップサークルへの日本の研究者の参入促進に大きな期待が寄せられている。

このような背景から、欧米等先進国からの期待に応えながら、相手国のトップ研究者と日

本の研究者との研究協力実施を促す。これにより、世界的に顕著な研究成果とイノベーシ

ョンを実現し、国力を維持・成長させるほか、日本と相手国との優秀な若手研究者のコネ

クションの抜本的強化を図り、我が国の強みを生かしつつ、今後長期に数十年にわたって、

国際トップサークルにおける連携・活動の土台作りに貢献する。 
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（３）概要 

科学技術・イノベーションが世界各国の成長戦略の中核に位置付けられ、世界的な競争

が激化している中、我が国においては研究者の国際流動性の低さなどを背景に、論文数や

論文の質と関係する被引用 Top10%論文数ランキングが大きく低下するなど、研究力の低下

が指摘されている。さらに、日本は中国等に比して、国際共同研究に関する予算規模の小

ささにより、「費用対効果」の観点から協力相手先として徐々にその存在感を失いつつあ

る。その結果、研究界の国際トップサークルから個人・機関としてもスルーされ脱落しつ

つある。こういったことから、この状況を打破するための施策が必要である。 

現状の国際共同研究の支援事業においては、新興国・先進国、二国間・多国間などの多

様な国際共同研究を限られた予算で行っているため、１課題あたり２千万円／年程度の規

模の支援となっている状況。そのため、特に先端分野における研究開発成果の創出に向け

た欧米等先進国との大規模な国際共同研究の実施が困難な状況である。 

本事業は、欧米等先進国との大型国際共同研究を実施するため、国際共同研究事業を抜

本的に充実させることを目的とする。協力分野及び協力相手国（群）については、我が国

や協力相手国の重点政策等に基づき、先端分野において協力相手国（群）から我が国が得

られるベネフィット／ロス等をエビデンスベースにて分析・検討を行った上で、政府にお

いて戦略的に設定する。応分負担の観点から、原則、相手国の有力ＦＡから十分な研究資

金を得ているトップ研究者との連携を希望する日本側研究者チームをＦＡが支援する。欧

米等先進国のトップ研究者と密接に連携しつつ共同研究を実施するため、支援規模は１課

題あたり最大１億円／年程度の支援を５年以上継続することを可能とする。また、研究実

施にあたっては、研究計画に若手研究者の先方への派遣（学位取得を含む）の構想を盛り

込むことに加え、相手国側研究者チームからの優秀な人材の受け入れも積極的に支援する。 

 

※「中長期」は３１日以上の期間を指す。 

 

 

 

 

 

施策の「達成目標」に関連する 

アウトプット指標 

過去３年程度の状況 

H30年 R1年 R2年 

海外への研究者の派遣者数（中長期） 4,291人 4,178人 1,017人 

海外からの研究者の受入れ者数（中長

期） 

13,172人 13,280人 9,340人 

施策の「達成目標」に関連する 

アウトカム指標 

過去３年程度の状況 

H29年 H30年 R1年 

国際共著論文数 27,675 29,141 30,657 
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４．各観点からの評価 

（１）必要性 

評価項目 評価基準 

科学的・技術的意義 定性的 研究成果の創出に貢献しているか。 

社会的・経済的意義 
定性的 

国際競争力の向上に貢献しているか。 

社会課題解決に貢献しているか。 

国費を用いた研究開

発としての意義 
定性的 

国が関与する必要性があるか。 

 

科学技術・イノベーションが世界各国の成長戦略の中核に位置付けられ、世界的な競争

が激化している中、我が国においては研究者の国際流動性の低さなどを背景に、論文数や

論文の質と関係する被引用 Top10%論文数ランキング等が大きく低下するなど、研究力の低

下が指摘されている。 

こうした状況を踏まえ、文部科学省において令和４年３月に「科学技術の国際展開に関

する戦略」が取りまとめられ、その中で両国のＦＡが協働して国際共同研究の提案を採択・

支援する「第３階層(※)国際共同研究予算の拡充」を行うとともに、「トップレベル研究者

との国際共同研究を推進」することとしている。加えて、本年 5 月の自民党・科学技術イ

ノベーション戦略調査会決議において、「次のブレークスルーにつながる先端研究及び国際

頭脳循環を欧米等先進国と柔軟・機動的かつ戦略的に行う仕組みを導入すること」が提言

され、「第 6期科学技術・イノベーション基本計画」や「骨太の方針」などの様々な閣議決

定文書においても記載されている。これらを達成するためには、国際共同研究事業の抜本

的な充実とともに、日本の科学技術の発展を将来にわたり国際的にリードしていく研究者

の育成も重要であり、国として取組を進める必要がある。 

また、我が国の研究力の強化に向けては、トップダウン／ボトムアップの両輪の観点か

ら国際共同研究を推進しているが、特に、国際競争上の重要性等を踏まえた先端分野にお

ける研究開発成果の創出に向けた、トップダウンによる欧米等先進国との１課題あたり最

大１億円／年程度の大規模な国際共同研究の実施については、既存の国際共同研究事業の

予算制約上これまで取り組むことが困難であった部分であり、この部分の充実を図ること

で、世界的に顕著な研究開発成果とイノベーションの創出に繋げる。加えて、我が国の人

材育成の観点も踏まえた事業として推進することにより、国際競争力の向上や日本と相手

国との優秀な若手研究者とのコネクション強化が期待できる。 

 

以上により、本事業の必要性は高いと評価できる。 

 

（※）第３階層：両国の FAが協働して国際共同研究の提案を採択・支援 

   第２階層：一方の FAが国際共同研究の提案を採択・支援 

   第１階層：通常の学会等を通じた国際交流・共同研究      のことを指す。 
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（２）有効性 

評価項目 評価基準 

新しい知の創出への

貢献 
定性的 

顕著な研究成果の創出に貢献しているか。 

 

知的基盤の整備への

貢献や寄与の程度 
定性的 

研究界の国際トップサークルへの参画・連携の促進

に貢献しているか。 

 

国際社会において、日本は中国等に比してその予算規模の小ささにより「費用対効果」

の観点から協力相手先として徐々にその存在感を失いつつあり、研究界の国際トップサー

クルから個人・機関としてもスルーされ脱落しつつある。一方で、米中対立等の地政学的

大変化は、特に国家安全保障面での研究連携国の再考・再選択という考え方をもたらして

おり、その結果、同じ課題や価値観を共有する米英独仏加豪等といった高い科学技術水準

の欧米等先進国では、日本を連携先として再評価するという大きなモメンタムが働いてき

ている。 

我が国では、新興国から先進国、二国間と多国間のあらゆる国際共同研究を限られた予

算で行っているため、事業単価が小さく、欧米等先進国が求めている本格的な共同研究の

実施の要請に必ずしも応えられていない現状がある。 

そこで、本事業においては、研究開発成果に重点を置く欧米等先進国トップレベル研究

者が参画する共同研究に１課題あたり最大１億円／年程度の規模の支援を行い、先端分野

における世界的に顕著な研究成果とイノベーションの創出を後押しすることができる。ま

た、こういった欧米等先進国との先端分野における大規模共同研究を通じて、研究界の国

際トップサークルに日本人研究者が参入することを促すことにより、日本人研究者と欧米

等先進国のトップレベル研究者とのコネクションを強化することが可能。加えて、若手研

究者の先方への派遣（学位取得等含む）や、相手国側研究者チームからの優秀な人材の受

け入れも積極的に支援することで、今後数十年にわたって国際トップサークルにおける連

携・活動の土台作りにも貢献する。 

 

以上により、本事業の有効性は高いと評価できる。 
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（３）効率性 

評価項目 評価基準 

計画・実施体制の妥

当性 
定性的 

目的の達成に向けて、効率的な研究を推進するため

の適切な体制が形成されているか。 

 

本事業は、欧米等先進国との先端分野における国際共同研究を推進するため、内閣府と

の緊密な連携の下、戦略性と機動性をもって協力分野や協力相手国（群）を設定すること

としている。 

また、公募の選考プロセスにおいては、各国・地域の有力ＦＡとの優れた国際評価者群

による厳正な共同選考プロセスを経ることで、研究者及び研究計画の質が担保されること

を前提に事業を推進する。 

このような手法で、先端分野における国際共同研究を推進するための体制を構築し、効

率的に世界的に顕著な研究成果とイノベーションの創出を実現する。 

 

以上により、本事業の効率性は高いと評価できる。 
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５． 総合評価 

（１）評価概要 

以上の点を考慮すると、本事業は、政策的に将来の国益につながる重要項目の位置づけ

にあり、昨今我が国の国際的な研究コミュニティにおける存在感が低下している現状を踏

まえ、研究界の国際トップサークルへの日本人研究者の参入を促進する。また、両国のＦ

Ａが協働する仕組みとすることで、相手国側のトップ研究者も強力にコミットした共同研

究が行われ、世界的に顕著な研究成果とイノベーションの創出が期待できる。また、共同

研究の中で実現する日本と相手国の優秀な若手研究者のコネクション強化においても効果

が期待できる。以上のことから、積極的に推進すべき課題と判断する。なお、本施策にお

ける支援期間が５年以上であることから中間評価は５年目を目途に実施することとする。 

 

（２）科学技術・イノベーション基本計画等の上位施策への貢献見込み 

本事業は、「科学技術・イノベーション基本計画」に基づき、文部科学省において令和４

年３月に取りまとめられた「科学技術の国際展開に関する戦略」の中の取り組むべき施策

として整理されている「国際頭脳循環（アウトバウンド）」と「国際共同研究の拡大」に貢

献するものである。 

 

（３）本課題の改善に向けた指摘事項 

特になし 

 

（４）その他 

本事業を推進する上では、内閣府との連携が必須であるとともに、課題概要にも記載さ

れている国際共同研究を推進するだけでなく、人材育成と一体にして進めることが重要で

ある。 
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